
目標

目標の推移 目標の推移
実質的な黒字化 債務償還可能年数

7.5年（Ｒ５）以下

1.7億円の財
政調整基金取
り崩し

8.8年
Ｒ3.6月時点見込み

第3次与謝野町行政改革大綱　実施計画
＜基本方針1　持続可能な財政基盤の確立＞

基本方針 1　持続可能な行財政基盤の確立

目指す姿 　財政の健全化
歳出規模を減らし歳入を確保することで財政収
支を実質的黒字化にし、債務償還可能年数を
7.5年以下にする。

　具体的取組１
地方財政の専門家と連携して、将来予測を重視した財政分析と持続可能な財政計画を策定す
るほか、総合計画を重視した予算編成や枠配分予算等の研究と導入を進めるなどして、将来の
方針を見出します。

　具体的取組２ 公共施設等の維持管理費や委託料、行政内部経費の見直し等により、経常経費の削減を進め
２億円の効果を目指します。

　具体的取組３ 料金改定や歳出見直し等の下水道会計の改革を進め、基準外繰出金の解消（参考：Ｈ30
決算基準外繰出金合計76,497千円）を目指します。

　具体的取組４ 毎年の地方債発行額を地方債元金償還額より下回ることを基本とした「公債費抑制計画」を策
定し、地方債現在高、将来的な公債費を減少させます。

　具体的取組５ ふるさと納税の取組を更に強化する等、自主財源の増加を図ります。

　具体的取組６ 合併以降、大きな見直しを行ってこなかった各公共施設の利用料金等について、適正な水準を定
めて改定します。

令和２年度

　具体的取組6以外は、取組を進めることができました。特に課
題となっている公債費の抑制について町の方針を示すことができた
ことが成果と考えます。また、令和元年度から実施している事務
事業評価の取組を活かして総合計画と事務事業評価、予算と
の連動といった、PDCAサイクルを重視した新たな予算編成手法
の導入については、令和2年度で方向性を見出すことができまし
たので、令和３年度での構築を目指します。

令和３年度

令和４年度

令和５年度

各年度の進捗／評価
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令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

計画

実績

計画 策定

実績 策定

計画 研究
導入

（令和4年度予算編成
から実行）

実績
研究

※先進自治体
調査を実施

　地方財政の専門家と連携して、将来予測を重視した財政分析と持続可能な財政計画を策定
するほか、総合計画を重視した予算編成や枠配分予算等の研究と導入を進めるなどして、将来
の方針を見出します。
-取組内容-
 京都府立大学地域貢献型特別研究（通称ACTR）の取組として、将来予測を重視した財政
分析と持続可能な財政計画を策定、総合計画を重視した予算編成や枠配分予算等の研究と
導入を進めます（研究協力：京都府立大学公共政策学部 川勝健志 教授)。

【令和２年度の状況】
　令和元年度に引き続きACTRでの取組を実施しました。持続可能性を示した財政計画を策定
し、特に近年課題となっている実質公債費比率の上昇に対しての対策を示し、本研究でも用いる
「債務償還可能年数」と組み合わせた評価フレームにおいて、Ｄ評価（Ａ～ＦでＡが最良）にあ
る現状からＣ評価に向かう道筋を示しました。
　また、新たな予算編成手法については兵庫県川西市の事例を研究し、総合計画と事務事業の
連動、決算分析の予算への反映等、与謝野町が構築を目指す行財政経営マネジメントシステム
の参考とし、新たな予算編成手法を令和４年度予算に一部導入、令和５年度以降に本格導
入を目指します。

実行内容

具体的取組１

将来予測を重視した財政分析 ※令和元年度
に実施

持続可能な財政計画の策定

予算編成手法の研究と導入
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令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

計画

実績 算定中

計画

実績

　公共施設等の維持管理費や委託料、行政内部経費の見直し等により、経常経費の削減を進
め２億円の効果を目指します。
-取組内容-
事務の合理化・効率化を進め、各管理経費を減少させます。
○行政内部経費の見直し（文書のペーパレス化等の各取組）
○指定管理料等の委託料や公共施設等の維持管理費の見直し
○各種補助金の見直し
○減債基金を活用した公債費の繰上償還
○その他事務事業評価による見直し　など

　目標である債務償還可能年数においては、分母の経常経費充当一般財源等の減少（経常
経費に充てていた一般財源が償還能力の向上に向けられる。）や分子の充当可能基金の水準
維持に繋がり、債務償還可能年数を短縮させます。
【令和２年度の状況】
　目に見えて効果が表れる取組として、減債基金を活用して臨時財政対策債の一部（約4.9億
円）の繰上償還を実行しました。令和３年度～令和10年度の利子負担が約2千万円軽減さ
れますが、その分の交付税も後年度に基準財政需要額に積算されることになります。
　公共施設の維持管理費や委託料、各種補助金の見直しは、具体的な取組としては事務事業
評価での方針の実行等、別添のとおりになっています。令和３年度はこれらの経常経費の分析を
行い、今後の方向性を把握した上で財政計画に反映させます。※別添：事業見直しの取組み
状況資料

実行内容

経常経費の削減を進め２億円の効果

具体的取組2

経常経費の減少
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１ 令和元年度以降に実行した事務事業見直し内容（コスト効果を伴うもの）

令和元年度以降に実行した事務事業等の見直し内容、効果など 実行時期 単年度の効果額
※一般財源ベース

担当課名

1
マイクロバス運行について、業務委託を行わないこととし、運転手として会計年度任用職
員を複数任用して運行を行うことで運行業務委託料が皆減した。 R2 185千円 総務課

2
各庁舎（3庁舎）の夜間有人警備について、本庁舎並びに加悦庁舎の２庁舎を機械
警備に変更し、野田川庁舎のみ有人警備とした。 R3 7,000千円 総務課

3
生活交通路線維持費補助金について、利用が落ち込み市町負担が増加していたが、
路線の競合の解消や路線ルートの見直しを図ることで、利用促進や車両の効率化によ
り赤字縮減を図った。

R1 1,674千円 企画財政課

4
平成30年度の総務省通達による制度見直しにより寄附額が大幅に減少したことを受
け、ポータルサイト数を３つあったものから令和2年度現在7つに増やし、多方面での寄付
者取り込みを図った。これにより寄附額が前年度の約2倍の伸びとなった。

R1 10,450千円 企画財政課

5

減債基金を活用して令和3年度以降に償還する予定だった489,920千円の臨時財政
対策債を繰上償還した。臨時財政策債は元利償還金の100％（理論値）が普通交
付税に算入されるが、借入可能額を基礎に算出されるため、繰上償還をしても元利償
還金分として後年度の交付税に算入される。そのため将来的な交付税額が減額される
ことなく、利子負担だけが減少する（Ｒ3～Ｒ10利子額20,847千円が軽減）。

R2 2,606千円 企画財政課

6

従前のＣＡＴＶ有料ＣＭに加えて、広報誌等の町が発行する印刷物やホームページ
等の情報発信媒体に民間企業等が有料で広告を掲載できるような制度整備を行った
（ＣＡＴＶは町外企業も可能にした）。 R3 576千円 企画財政課

7
消防団において近隣市町では研修等に参加しても消防団員研修等補助金がなく与謝
野町でも見直しを実施。 R2 250千円 防災安全課

8
消防団員において旅費と別で弁当代も食糧費から支出していたが、旅費から弁当代を
支出していただく事とし、食糧費の見直しを実施。 R2 43千円 防災安全課

9
交通安全対策委員会での親睦会の支出について、委員会会計として委員より会費を徴収し、「親
睦費」として支出を行っていたが、補助金があたっているような支出の仕方であったため、収入の「会
費」及び支出の「親睦費」の項目を削除した。

R3 400千円 防災安全課

10
従来から加入者家屋につけている送受信設備機器（ＯＮＵ）の機器が製造中止に
なるため、従来よりも安価となる機器の見直しを実施 R1 3,246千円 ＣＡＴＶセンター

11
旧町から使用していた気象観測装置について、観測地点等の機械故障に伴い、借用
土地からの機械撤去を行い土地借地の廃止及び電気利用の廃止を実施。 R1 49千円 ＣＡＴＶセンター

12
令和３年４月末にインターネット事業終了を予定しているため、上位回線の通信速度
を600MBPSから500MBPSに通信速度の見直しを実施。 R2 4,370千円 ＣＡＴＶセンター

13

人間ドック受診推進事業
■見直し内容
　後期高齢者医療被保険者を対象として、人間ドックを利用された場合に基本健診部
分は9割を、またガン検診等のオプション項目については7割を補助していたが、基本健診
部分は据置とし、オプション部分の補助割合を5割とした。
■効果額
　令和2年度オプション分支出額281,020円
　281,020÷0.5×0.7＝393,428円
　393,428－281,020＝112,408円
■効果 
　当事業費のみを見ますと歳出削減となるが、負担割合の増を理由として検査をしな
かった場合に、ガン等を早期に発見できなかった場合には多額の保険給付費を負担する
こととなり、町財政全体では効果は計れない。

R2 112千円 保健課
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１ 令和元年度以降に実行した事務事業見直し内容（コスト効果を伴うもの）

令和元年度以降に実行した事務事業等の見直し内容、効果など 実行時期 単年度の効果額
※一般財源ベース

担当課名

14

短期入院総合機能検査事業（国保特会事業勘定）
■見直し内容
　国保被保険者を対象として、人間ドックを利用された場合に基本健診部分は9割を、
またガン検診等のオプション項目については7割を補助していましたが、基本健診部分は
据置とし、オプション部分の補助割合を5割とした。
■効果額
　令和2年度オプション分支出額2,622,573円
　2,622,573÷0.5×0.7＝3,671,602円
　3,671,602－2,622,573＝1,049,029円
■効果 
　当事業費のみを見ますと歳出削減となりますが、負担割合の増を理由として検査をし
なかった場合に、ガン等を早期に発見できなかった場合には多額の保険給付費を負担す
ることとなり、町財政全体では効果は計れない。

R2 1,049千円 保健課

15
　児童相談支援委託事業費について、事業実績に応じて、事業開始2年目には450
千円の減額を実施。 R1 450千円 子育て応援課

16

　（上と同事業）
　児童相談支援委託事業費について、平成30年度委託金3,000千円、令和元年度
で450千円、令和2年度で550千円、2ケ年で1,000千円の減額を実施。

R2 550千円 子育て応援課

17
丹後の豊かな環境づくり推進会議（２市２町広域連携組織）への負担金について、
団体の繰越金が多額になっていることから、団体と協議し負担金の支払いを停止した。 R2 150千円 住民環境課

18
雨水タンク購入費補助金について、効果に疑問がある等の理由により、昨年度の事業
評価で見直しすべきとの評価を受けた。実績も伸び悩んでおり、課としてもR4以降、事
業廃止の方向で検討している。

R3 60千円 上下水道課

19
染色センターの維持管理事業において、令和元年度末に退職した技術職員（再任用
職員）に変わる技術職員の採用を見送り、施設の在り方検討委員会を設置して今後
の施設運営の在り方の検討を行った。

R2 4,000千円 商工振興課

20
和装振興普及事業着物着付教室において、町内在住者の参加料無料に対し、受益
者負担の必要性を指摘されたことから１人1000円の参加料を徴収する方向で調整し
た。

R3 60千円 商工振興課

21
農事組合（38組織）の活動に対し補助金を交付してきたが、その役割を多面的機能
交付金の対象組織（23組織）に徐々に移行するとし農事組合長会議で説明。毎年
基準年の10％相当額を減額。

R1 214千円 農林課

22
農業モデル確立事業について、平成３０年度の事務事業評価意見に基づき、ゴール設
定等を再検討し、第２期においての事業費を見直した R3 750千円 農林課

23
【アベリスツイス交流事業】
アベリスツイス大学へのサマースクール参加者人数の見直し、経費削減に努めた。 R1 73千円 観光交流課

24
【観光一般事業】
観光誘導看板の撤去を実施し、土地等賃借料を削減した。 R2 15千円 観光交流課

25

【観光トイレ維持管理事業】
清掃作業委託料について、外部委託を行っていたが会計年度任用職員で対応し、経
費削減に努めた。

R2 389千円 観光交流課

26
【上司谷公園維持管理事業】
草刈作業委託料について、外部委託を行っていたが会計年度任用職員で対応し、経
費削減に努めた。

R2 113千円 観光交流課

27
【上司谷公園維持管理事業】
清掃作業委託料について、内容を見直し、外部委託を辞め、適宜担当課で対応し、経
費削減に努めた。

R3 100千円 観光交流課
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１ 令和元年度以降に実行した事務事業見直し内容（コスト効果を伴うもの）

令和元年度以降に実行した事務事業等の見直し内容、効果など 実行時期 単年度の効果額
※一般財源ベース

担当課名

28
加悦生産物販売施設（道の駅シルクのまちかや）の屋外便所を24時間使用できるよ
うに維持管理してきたが、令和3年度に本館棟便所を24時間化に改修し、屋外便所を
撤去する。

R3 1,683千円 観光交流課

29
【 阿蘇シーサイドパーク管理運営事業】
公園内のトイレ清掃やGG場等の管理について、外部委託を行っていたが会計年度任
用職員で対応し、経費削減に努めた。

R1 1,208千円 観光交流課

30

小学校維持管理事業（岩屋小学校）については、休校であったが令和２年度末に廃
校とし、学校再開ができる状態に保つ必要がなくなったことに伴い、維持管理費を機械
警備に係る委託料とその電話料のみとなった。 R3 1,000千円 学校教育課

31

旧与謝学童保育所建物の滝区への無償譲渡による公有財産処分。
当初は、令和２年度で建物の取り壊し撤去を行うこととしていたが、滝区との協議によ
り、区財産保管庫としての活用に資するため、同区へ無償譲渡することとした。（撤去費
用及び年間用地賃借料の減）

R2 350千円 社会教育課

32 三河内山の家を三河内区に無償譲渡。 R1 21千円 社会教育課

33 利用数の減少や施設・設備の老朽化のため、松風庵（茶室）を廃止 R1 32千円 社会教育課

34 江山文庫電話料について、利用状況を鑑み電話／FAXの二回線を一本化する見直し
を実施。基本料金相当額を削減。 R2 30千円 社会教育課

R1 17,417千円
R2 14,212千円
R3 11,629千円
合計 43,258千円
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２ 令和元年度以降に実行した事務事業見直し内容（コスト効果が測れないもの）

令和元年度以降に実行した事務事業等の見直し内容、効果など 実行時期 担当課名

1

令和３年度から、すべての建設工事及び建設工事に係る測量等業務委託を電子入札システムに
よる入札執行へ移行するため、システム使用料が必要となるが、入札執行に係る人員配置などが不
要となるため、業務効率化が期待できる。
※令和２年度より土木一式Ａ級及び舗装工事に係る建設工事に入札を電子入札システムによる
入札執行へ移行

R3 総務課

2
令和３年度予算から空家等対策協議会運営事業と緊急安全措置事業と別建てで持っていた予
算科目を空家等対策事業に統合した。 R3 総務課

3

令和3年度から、公務災害補償、産業医面談、職員健診やストレスチェック費用等の職員の労働
安全衛生に関する予算科目及び研修派遣職員に係る予算科目（宿泊料・住宅賃借料・住宅使
用料負担金）を一般管理費から人事関係業務へ統合した。 R3 総務課

4

総合計画・総合戦略推進事業において、各事務事業が総合計画に基づいて実施されるということを
明確にするため、事務事業評価と総合計画の関連づけについて令和2年度に検討を行い、令和3
年度からは、総合計画の分野・施策に各事務事業を関連づけ、事務事業評価によって総合計画の
実効性を確認する行政評価手法を導入する予定。

R3 企画財政課

5

ふるさと納税の寄付者取り込みの拡充のため、町内業者の東京店舗でふるさと納税の申込ができる
よう契約を行った。（1社）
また、返礼品の拡充として宮津市との共通返礼の取り扱いを開始した。（1社） R2 企画財政課

6

よさのみらい大学事業について、WITHコロナ・ポストコロナを見据え、「リアル（会場）とオンライン」、
「双方向」、「参加者同士の関係づくり」をキーワードに掲げ展開する。
受講者には学生登録（氏名、居住地、性別、年代、メールアドレス）を行い、学生情報を管理し
受講状況の分析、受講成果等の把握に活用する。

R3 企画財政課

7

個性と人権が尊重され、個々の能力が発揮できるまちづくりを推進するべく、男女共同参画社会の
推進と人権意識の啓発を一体的に取り組むため事業統合を行った。

R3 企画財政課

8
有線テレビスタジオ設備のクロマキーという合成機械について、設置から１０年程度を経過しているた
め、いつ故障するか分からない状態。故障した際としても使用できる記者会見用バックボードを購入し
た。

R2 ＣＡＴＶセンター

9

岩滝ふれあいセンターの夜間、休日での管理について、知遊館との一体管理を検討調整していく。ど
ちらの負担となるのか、利用者減免のルールが異なるところもあり、そのことも整理が必要。

R3 福祉課

10

病児保育事業
低調な実績に鑑み、改めて保育所、こども園へアンケート調査を実施。
改善点等を把握した。

R2 子育て応援課

11

よさの百年の暮らし委員会（愛称：みらいふ）事務局として会計業務を行っていたが、補助金支出
団体のため相応しくないと事務事業評価で指摘を受けたため、みらいふ委員に会計業務を移行し
た。

R3 住民環境課
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２ 令和元年度以降に実行した事務事業見直し内容（コスト効果が測れないもの）

令和元年度以降に実行した事務事業等の見直し内容、効果など 実行時期 担当課名

12

施設整備を伴う事業の推進に当り、従前の町主導型（町が事業主体）を見直し、民間の構想を
事前に把握し、適宜に補助制度を紹介することとで民間活力の発揮と町支出の抑制を図るとした事
業提案等登録制度を開始した。桜PJ、ビール醸造所整備、米飯施設整備等で効果が現れつつあ
る

Ｒ1 農林課

13

公共施設管理計画実施計画の策定に伴い、各指定管理者との協議を進めてきた。R3年度に指
定期間更新を迎える施設について譲渡、条例廃止等の具体的協議を行っている（冷凍米飯、木
工施設、ツバキ温室）

R2 農林課

14

リフレかやの里については、Ｒ３年度が指定期間更新となっていることから、R2においてサウンディング
調査を行った。正式な公募等手続の前段階で民間の意見を聞くことができ、有効な手段である。 R2 農林課

15

与謝野町織物業生産基盤支援事業の補助金交付要綱の一部改正により、補助対象事業を小
幅織物に明確に区分した。これにより、補助率の適正化（予算不足による補助率低下の抑制）を
図ることとした。

Ｒ1 商工振興課

16

与謝野町織物業生産基盤広幅化支援事業の補助金交付要綱の一部改正により、補助対象事
業の見直し（新設・増設のみから更新・改良も補助対象）を行った。これにより、事業者が広幅化
の取り組みをより円滑に進められるようになった。 Ｒ1 商工振興課

17

産業創出交流センター維持管理事業について、施設設置目的に沿った運営を促すため、町直営事
業として、人材育成事業や異業種や地域住民との交流拠点などを実施した。（よさのみらい大学、
観光庁事業）
また、スタートアップ支援として、飲食事業者を中心として立ち上がった民間団体に対して、施設内の
調理室の活用を促した。

R2 商工振興課

18

【移住・定住支援事業】
移住相談、現地案内、移住フェアへの参加、セミナー等の企画・実施、ウェブサイトの制作・運営を通
じた、町の魅力発信等きめ細かな移住支援を行い、移住等希望者のニーズに沿ったより柔軟な対応
を可能とし、移住定住人口の増加を目指す取り組みとして、移住相談窓口を外部委託を行う。※
事務の軽減

R3 観光交流課

19

【観光振興事業費補助金】
交付する補助対象項目の追加及び交付回数、交付上限額を設定し、補助経費の削減を図る。 R3 観光交流課

20

【観光誘客促進事業・観光一般経費】
効率的な事務執行を図るため、観光地域情報発信事業は廃止し、観光イベント等運営支援事業
へ統合。また、観光トイレ維持管理運営事業を観光一般経費に統合。

R2 観光交流課

21

【使用料の見直し】
指定管理施設（旧尾藤家住宅、大内峠一字観公園、野田川森林公園、旧加悦町役場庁舎）
の利用料金の見直し等を行い、将来的な財政負担軽減につながる取組みを行った。

Ｒ1 観光交流課

22

【京都千年ツバキの里支部】
自立を促し、今後において組織運営を主体的に取り組めるよう「日本ツバキ協会京都千年ツバキ里
支部」事務局の事務の一部を地元に移管。

R3 観光交流課

23

【雲岩公園】
トイレの使用禁止期間を設定し、水道使用料金（立水栓含む）の削減を図る。 R3 観光交流課

24

滝のツバキ公園管理運営事業について、椿文化資料館管理運営事業に組み入れ。清掃作業の委
託先が指定管理者と同一であり契約事務が不要になり業務の効率化が進んだ。 R3 社会教育課
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令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

計画 調査・準備 議会上程 料金改定

実績 上下水道審議会
による審議・答申

計画

実績 前年度比
+22,837千円

　下水道使用料の適正化や歳出見直し等の下水道会計等（公共下水道、特定環境保全公
共下水道、農業集落排水）の改革を進め、下水道会計等への基準外繰出金の解消（参考：
Ｈ30決算基準外繰出金合計76,497千円）を目指します。

-取組内容-
○下水道使用料の適正化
　➢令和４年度に下水道使用料を見直します。
○歳出規模の抑制
　➢事務の合理化・効率化を進め、各管理経費を減少させます。

　目標である債務償還可能年数においては、分子の充当可能基金の水準維持に繋がり、債務
償還可能年数を短縮させます。

【令和２年度の状況】
　令和２年１２月に上下水道審議会から「受益者負担の原則のもと、現状の下水道使用料の
水準を京都府流域下水道事業に支払う排水負担金と同等の水準とすることが妥当である。」との
答申がありました。ただし、改定時期については、「新型コロナウイルス感染症の収束状況や住民生
活への影響を考慮して判断する事」との意見が付されており、新型コロナウィルス感染症の住民生
活への影響を考慮して、見直し時期を令和４年度にする方向で調整します。
　また、下水道特別会計の歳出規模としては令和元年度よりも22,837千円増加しています。維
持管理費で-13,787千円、公債費で-25,316千円と前年より抑制されたものの、民間事業者
の宅地開発に伴う面整備等により事業費が64,493千円の増加となってます。一般会計からの繰
入金は令和元年度から-20,944千円となっています。

実行内容

歳出規模の抑制策の実施

具体的取組3

料金改定の実施

歳出規模の抑制
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令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

計画策定と
実行 実行 実行 実行

実績
計画策定

※財政計画に
包含

計画 950,000千円 940,000千円

実績

　毎年の地方債発行額を地方債元金償還額より下回ることを基本とした「公債費抑制計画」を
策定し、地方債現在高、将来的な公債費を減少させます。

-取組内容-
○毎年の地方債発行額を地方債元金償還額より下回ることを基本とした「公債費抑制計画」に
より、地方債発行額と投資的経費をコントロールし、毎年の予算に反映させます。
　目標である債務償還可能年数においては、分子の地方債残高の抑制に繋がる等、債務償還
可能年数を短縮させます。

【令和２年度の状況】
　令和３年３月に策定した財政計画において地方債発行方針を「令和4年度～令和10年度の
期間の各年度の臨時財政対策債を含む地方債借入額を10億円規模に抑制する（合併後の
各年度平均借入額は約16億円）」と明記し、令和4年度～令和10年度で公債費を約3億円
減額、地方債残高も27.2億円の減額を目指します。
　地方債の発行上限額やそれに伴う公債費の推移は財政計画に明示しているため、公債費抑制
計画は策定せず、財政計画に定める方針を堅持することとします。

実行内容

←　計画の随時見直し　→

具体的取組4

公債費抑制計画の策定

計画

財政計画に定める各年度の地方債
借入額の堅持（令和4年度以降、
年間10億円規模の借入額）
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令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

計画

実績 47,296千円

計画

実績

　ふるさと納税の取組を更に強化する等、自主財源の増加を図ります。

-取組内容-
　寄付申込みサイトの増や事業指定型寄付の導入等により、ふるさと納税寄付額の増加を図りま
す。
　目標である債務償還可能年数においては分母の経常経費充当一般財源等の減少に繋がり、
債務償還可能年数を短縮させます。

【令和２年度の状況】
　予約ポータルサイトの充実（寄付者の入口の増）、返礼品の充実等により、47,296千円とな
り令和元年度よりも6,736千円増額となりました。
　さらに、GCF（ガバメントクラウドファンディング）や特定事業指定寄附など、町が推進している事
業とふるさと納税制度の連携（事業に関連する返礼品の設定など）を図ることで、ふるさと納税
（寄付金）の可視化、各事業の成果として関係人口創出にも繋がり、ふるさと納税制度による行
政事業としての価値を高める取組にも注力します。
　一方で、企業版ふるさと納税の制度整備を行ったが令和2年度は寄付実績がなく、企業への有
効なアピールや接触方法の研究にとどまりました。令和３年度以降は実績を計上できるよう積極
的な働きかけを行います。

実行内容

令和５年度で年間50,000千円（Ｈ30:17,593千円）以上の寄付

具体的取組5

ふるさと納税の強化による寄付額の増
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令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

計画 調査・調整 改定案
議会上程 実施

実績 調査

計画

実績

基本方針/目指す姿 持続可能な行財政基盤の確立/財政の健全化

　合併以降、大きな見直しを行ってこなかった各公共施設やサービスの利用料金等について、適正
な水準を定めて改定します。

-取組内容-
　現状では、施設管理費やサービス維持費がまかなえないことはもちろん、全体的に低い水準にあ
ります。また、それぞれに適正な水準を調査・調整し料金等に反映させます。
　債務償還可能年数においては分母の経常経費充当一般財源等の減少に繋がり、債務償還可
能年数を短縮させます。

【令和２年度の状況】
　新型コロナウィルスの感染拡大による住民生活への影響もあり、利用料水準の見直しの議論ま
では取り掛かれない状況で、調査を行うのみに止まっています。

実行内容

具体的取組6

各公共施設の利用料金の改定
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目標

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

計画 150事業 150事業 150事業 150事業

実績 145事業

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

計画 構築
と実行 実行 実行 実行

実績 研究

目標の推移
事務事業数548

（Ｈ30）からの減少

令和元年度
事務事業数

548

令和２年度
事務事業数

533

第3次与謝野町行政改革大綱　実施計画
＜基本方針1　持続可能な財政基盤の確立＞

基本方針 1　持続可能な行財政基盤の確立

目指す姿 選択と集中による行政資源の
効率的・効果的な活用

平成30年度よりも事務事業の総数を減らし、
各事務事業の成果・効果も向上させる。

【令和２年度の状況】
　令和２年度の事務事業評価は令和元度実施の事務事業を対象に一次評価を実施。うち
145事務事業について第3者による二次評価を実施しました。その結果、廃止/休止12事業、何
らかの見直し92事業、見直しなし41事業になりました。

実行内容

  新規事業の評価手法を構築（スクラップ・アンド・ビルドの徹底、各実施事業の優先順位付の
手法等）することにより、政策形成をルール化しその過程を明確にします。

【令和２年度の状況】
　令和２年度は臨時的に新型コロナウィルス関連の新事業が立案され、それに対する有効性や
効果を確認する手法を持てませんでした。総合計画の実施計画を策定していない現状ですが、各
事務事業を実施計画に掲載することで他事業との比較、新事業の有効性を確認することができま
すので、少なくとも総合計画の各分野・施策と事務事業を関連づける必要があり、まずはその体系
づけを令和３年度の前期に行います。

実行内容

令和２年度

　前年度よりも多い145事業で二次評価を実施しました。5年以内に廃止とする
事業が12事業（最終結果10事業）となるなど、見直しをする事業が104事業
（最終結果108事業）となり成果はあったものの、現在の手法では個々の事務
事業のあり方に止まるため、総合計画や予算と連動し広い視点での評価
（Check-Actionを重視する）が必要となります。令和3年度でその手法確立を
目指します。

令和３年度

令和４年度

令和５年度

　具体的取組１

  減少する行政資源を効率的・効果的に活用するため、事務事業評価により各事務事業の点
検し・整理整頓を行います。
【事務事業評価の目的・効果】
　➢事務事業の目的や効果の検証により事業の必要性を確認する（事務事業の整理）
　➢その事務事業が担うべき主体について検証する（担うべき主体の仕分け）
　➢各事務事業を現状より効率的・効果的なものに作りかえる
　➢縮小する行政資源を抑制・削減・集中する
　➢職員の意識改革・政策形成能力の向上

-取組内容-
約570～580の事業の点検・評価を４か年（Ｒ1～Ｒ4、以降も継続）かけて実施します。

事務事業評価の実施（二次評価）

　具体的取組2

新規事業の評価手法の構築

各年度の進捗／評価
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目標

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

計画 調査・調整 計画策定 実行 実行

実績 調査・調整

計画 方針見直し
実行 実行 実行

実績 方針の見直し

目標の推移
職員数

556人以下

556人

550人

第3次与謝野町行政改革大綱　実施計画
＜基本方針1　持続可能な財政基盤の確立＞

基本方針 1　持続可能な行財政基盤の確立

目指す姿 職員数の適正化と改革人材の
育成

令和元年度よりも総職員数（令和元年度556
人：正職員262人+嘱託臨時職員等294人）を
減らし、職員の意識改革も進める。

　客観的指標や現況の業務量に照らして町職員数の適正な規模を明らかにし、職員数の適正化
を図ります（職員数適正化計画の策定）。また、職員数が減少しても効率的・効果的に町政を
推進できるように、職員採用や人材育成を計画的に実施し、職員の行革意識向上を進めます
（人材育成基本方針の見直し）。

-取組内容-
○職員数適正化計画の策定と実行
　➢客観的指標や業務量に照らした職員数の適正規模を算出し、採用や人員配置を計画的に
実施します。
○人材育成基本方針の見直し
　➢今後、行政資源が減少していくことを想定して職員として求められる資質・能力を見直し、人
事評価（総合計画や行政改革大綱等の目標と個人目標が連動した人事評価）と連動させるこ
とにより、職員数が減少しても効率的・効果的に町政が推進できる職員を育成します。

【令和２年度の状況】
　職員数と連動性の高い指標（人口、税収、交付税収入）を基準に職員数適正化計画の内
部資料を作成しました。なお、現状分析の一つとして、業務量調査の実施を検討したものの、現在
の職員数で現在の業務を実施していることから、適正職員数を算出する指標にはなりえないこと、
現状の業務量調査であり、年度により変化する業務量を適切に見通すものになりえないことから、
実施しないこととしました。
　また、人材育成基本方針については、令和２年度に改定版を策定しました。

実行内容

令和２年度

総職員数は令和元年度と同数の556人でしたが、一般職職員数556人の内訳
（正職261人+非常勤295人）のとおり、正職員は微減となりました。
人材育成基本方針は令和２年度中に作成し、令和３年４月に改定しました
が、職員数適正化計画の策定については、内部資料の作成にとどまっており、計
画の策定方法や手段についても明確に決められなかった点が課題です。

令和３年度

令和４年度

令和５年度

　具体的取組

職員数適正化計画の策定

人材育成基本方針の見直し

各年度の進捗／評価

R2.4.1

R3.4.1

R2.4.1

R3.4.1
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目標

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

5
施設廃止等

3
施設廃止等

2
施設廃止等

2
施設廃止等

実績 2

計画 調整

実績 第三者委員会
による意見

目標の推移
期間内

13施設実行

2

第3次与謝野町行政改革大綱　実施計画
＜基本方針1　持続可能な財政基盤の確立＞

基本方針 1　持続可能な行財政基盤の確立

目指す姿 公共施設数の減少
「与謝野町公共施設等総合管理計画」の方針に基づいて
令和元年度よりも公共施設数を13減らし、将来負担を低
減する。

　 公共施設の老朽化や今後の人口減少、将来負担の低減に対応しながら、今後も利用者が
安心・安全に公共施設をご利用いただくことを目的として、平成29年度に策定した「与謝野町公
共施設等総合管理計画（実施計画）」の方針を着実に実行すべく、施設の統合や売却、老
朽化による廃止等により公共施設数を減らします。
-取組内容（廃止・売却など）-
【令和２年度：5施設】
　桑飼保育園、加悦社会福祉センター、野田川老人憩いの家、与謝の園（町施設分）、与
謝野町障害者就労継続支援施設
【令和3年度：３施設】
　市場保育所、山田保育所、石川保育所
【令和４年度：２施設】
　平林キャンプ場、岩滝児童館（解体）
【令和５年度：２施設】
　旧岩滝第1、２分団消防車庫

【令和元年度に実施：8施設（実質7施設）】
　加悦小学校、与謝小学校、桑飼小学校（⇒３校を再編して新加悦小学校）
　農村女性の家、松風庵、三河内幼稚園、三河内山の家
【令和元年度未実施】
　中央公民館、野田川体育館、旧岩滝第４分団消防車庫（大綱期間中に実施）

【令和２年度の状況】
　令和２年度に実施する方針は、かやこども園新園舎建設の進捗により桑飼保育園、与謝の
園（町施設分）の廃止が令和３年度以降での実施となりました。加悦社会福祉センターの解
体については、令和3年度実施で予算計上しています。野田川老人憩いの家、与謝野町障害
者就労継続支援施設については進捗しておらず、何らかの取組を早期に実施します。
　一方で、令和２年度では、令和元年度未実施だった旧岩滝第４分団消防車庫を地元区へ
無償譲渡、倉庫として活用していた旧機業会館も老朽化に伴い廃止しました（今後解体の予
定）。

実行内容

←　大綱期間内に旧岩滝第４分団車庫方針実施　→

令和２年度

　令和2年度の目標に対しての実績はなく、後年度に実施するための準備期間
となりました。ただし、令和３年度に実行のための予算措置もされている施設も
あれば、実施のための準備ができていない施設もあり、担当課による方針の確認
を行い、早期の実行に向けて何らかの取組を行います。
　一方で、令和元年度にできなかった旧岩滝第４分団消防車庫の譲渡は、令
和2年度に実施することができました。また、中央公民館、野田川体育館は第
三者委員会による意見をいただき、今後のあり方をもう一度検討することになりま
す。

令和３年度

令和４年度

令和５年度

具体的取組

公共施設等総合管理計画の方針実施
計画

令和元年度未実施方針の調整
（中央公民館、野田川体育館）

各年度の進捗／評価
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目標

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

計画 実行 実行 実行 実行

実績 実行

計画 調査 調査 調査

実績 調査
（4地区）

計画 調整・試行 実施 実施 実施

実績 ２回

目標の推移 目標の推移
公民館20館の維持 主体的に課題解決に

あたる地区数3

20 4

第3次与謝野町行政改革大綱　実施計画
＜基本方針2多様な主体が協働したまちづくりの推進　＞

基本方針 2　多様な主体が協働したまちづくりの推進

目指す姿 住民主体の地域コミュニティ形
成と地域づくり活動の促進

地区公民館活動実施20館の維持と、主体的に地
区のあり方を定めて課題解決に取り組んでいる地区
数を３地区にする

　住民が主体的に地域の将来を検討し、地域課題の解決に取り組むことができる仕組みの構築と
運営支援を行います。活動拠点となる地区公民館の維持管理支援を行います。

-取組内容-
○地区公民館の維持管理・支援
　➢引き続き地域の活動拠点としての地区公民館の維持管理支援を行います。
○協働のまちづくり調査事業
　➢令和２年度～４年度に３地区をモデルとし、地域の将来と課題、行政と地域のあり方を調査
し、新たな仕組みの構築・運営支援の手法等の確立を目指します。
○地域間で学び合う場の運営支援
　➢町区長連絡協議会、町公民館連絡協議会等、地域間で取組や課題を共有し学び合う場
の運営支援を行います。
【令和２年度の状況】
 京都府地域交響プロジェクト（地域協働モデル推進プログラム）を活用して４地区（金屋、三
河内、岩屋、四辻）で調査事業を開始しました。それぞれの地区に推進母体を設置され地域協
働支援員を中心に京都府、町職員の伴走のもと住民主体で検討が進んでいます。
　また地域協働支援員意見交換会を開催し、市民参加と地域協働、関係人口と地域コミュニティ
等について学ぶとともに各地区の情報交換を実施しました。
　町公民館連絡協議会においては、２地区の地域協働支援員が事例発表を行い、各館長・主
事にも取り組みを学んでいただきました。

実行内容

令和２年度

地域の活動拠点としてこれまでどおり地区公民館20館の維持管
理支援を実施。手上げ方式により募集した結果、４地区で協働
のまちづくり調査事業を開始することができました。次年度以降も
継続します。

令和３年度

令和４年度

令和５年度

　具体的取組

活動拠点となる地区公民館の維持
管理支援

協働のまちづくり調査事業

地域間で学び合う場の運営支援

各年度の進捗／評価
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目標

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

計画 研究・試行 導入・実施 実施 実施

実績 研究・試行

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

計画 研究・導入・実施 実施 実施 実施

実績 研究

計画 実施 実施

実績

目標の推移
住民参画の機会

ー

第3次与謝野町行政改革大綱　実施計画
＜基本方針2多様な主体が協働したまちづくりの推進　＞

基本方針 2　多様な主体が協働したまちづくりの推進

目指す姿 住民参画による町政の活性化 町の意思決定に住民が様々な形で参画する
機会を増やす。

　行政施策の立案段階から多様な立場の人々が参画し、多くの住民の意見・意思がまちづくりに
反映できる手法を導入し実施します。

【令和２年度の状況】
 まちの予算の広報と連動したアンケートを無作為抽出による住民500人を対象に始めて実施
し、多様な年代からのご意見を聞くことができました。また広報広聴戦略（骨子）を策定し組織
的な広報広聴の推進を目指しました。町民自らが課題を発見・共有し新たな政策を提案するた
めのオンライン参加型プラットフォームの導入について研究を始めました。

実行内容

　多くの人が町政に関心を持ち活発な議論ができるように、町の現状を積極的に発信し、課題や
それに対する取組を「見える化」します（手法の統一化・ルール化）。また、住民意識の的確な
把握し町政へ反映させるために2年毎に住民意識調査を実施します。

【令和２年度の状況】
　Facebookによりこまめな情報発信に力を入れたこと、また町ホームページのリニューアルに合わ
せて計画・予算や審議会・委員会等の議論の見える化を目的にカテゴリを再構成しました。

実行内容

令和２年度
　新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、町政懇談会や各種委員会等の
人が集まって対話する場の開催は大きく制限された環境でしたが、可能範囲の
取り組みと研究を進めることができました。

令和３年度

令和４年度

令和５年度

　具体的取組１

新しい住民参画の手法の導入

　具体的取組２

「見える化」の推進手法の導入

住民意識調査の実施

各年度の進捗／評価
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目標

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

計画 試行 導入・実施 実施

実績

計画 実施 実施 実施 実施

実績 実施

計画 組織検討 専門部署
新設・協働 協働促進 協働促進

実績 関係課協働

目標の推移
議論の機会

0

第3次与謝野町行政改革大綱　実施計画
＜基本方針2多様な主体が協働したまちづくりの推進　＞

基本方針 2　多様な主体が協働したまちづくりの推進

目指す姿 多様な主体が協働して行うまち
づくり・地域づくり

多様な主体が協働した取組、地域課題に基づく
議論の機会を増やす

　多様な主体が協働する分野をテーマとした対話の場を作り、それぞれが対等な立場で、取組の
立案から協働を推進します。
　町内の小中学校と連携し、与謝野町の財政状況や持続可能なまちづくりのために取り組んでい
ることなどを伝えるための「出前講座」を実施します。
　多様な主体が協働してまちづくりを推進するために、役場組織の機能強化を行います。

【令和２年度の状況】
　出前講座については、要請により江陽中学校へ１年生地域学習として与謝野町を知りこれから
の進路を考える機会ことを目的に、「みんなで描くまちの未来」と題し実施した他、複数課により
様々な内容で実施しました。
　役場組織については、総務課（自治組織支援）、企画財政課（コミュニティ促進）、社会教
育課（公民館活動）の３課による協働体制のままとしており機能強化の議論までは進んでいま
せん。

実行内容

令和２年度
　新型コロナウイルス感染症拡大防止のため人が集まる取組み自体を控えてお
り、雲南市（島根県）の円卓会議をモデルとした官民対話の場の仕組み検討に
ついても着手できませんでした。

令和３年度

令和４年度

令和５年度

　具体的取組

多様な主体が協働する分野をテー
マとした対話の場作り

町内の小中学校と連携した出前講
座の実施

協働のまちづくりを推進するための役
場組織の機能強化

各年度の進捗／評価
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